様式１
令和７年度鹿児島市本庁舎機密文書リサイクル処理業務委託契約に係る制限付き一般競争入札参加資格審査申請書

令和　　年　　月　　日
鹿児島市長　殿
住　所
名　称
代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　実印
電　話
担当者
標記業務の制限付き一般競争入札参加資格を得たいので、関係書類を添えて申請します。
なお、入札参加資格要件を満たし、添付書類の全ての記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。

	 使
 用
 印
 鑑
 届
	 　入札、見積、契約締結並びに
 　代金の請求及び受領に際し、
 　使用する印鑑を右のとおりとします。
	 印　影


様式２
受託業務実績

　　（令和５年４月１日から現在まで）
	内容又は種別の区分
	契約の相手方
	契　約　期　間
	処理量
	契約金額（円）

	
	
	 　  年　 月　 日～　 年　 月　 日
	 　　　ｔ
	

	
	
	 　  年　 月　 日～　 年　 月　 日
	 　　　ｔ
	

	
	
	 　  年　 月　 日～　 年　 月　 日
	 　　　ｔ
	

	
	
	 　  年　 月　 日～　 年　 月　 日
	 　　　ｔ
	

	
	
	 　  年　 月　 日～　 年　 月　 日
	 　　　ｔ
	

	
	
	 　  年　 月　 日～　 年　 月　 日
	 　　　ｔ
	

	
	
	 　  年　 月　 日～　 年　 月　 日
	 　　　ｔ
	

	
	
	 　  年　 月　 日～　 年　 月　 日
	 　　　ｔ
	

	
	
	 　  年　 月　 日～　 年　 月　 日
	 　　　ｔ
	

	
	
	 　  年　 月　 日～　 年　 月　 日
	 　　　ｔ
	

	
	
	 　  年　 月　 日～　 年　 月　 日
	 　　　ｔ
	

	
	
	 　  年　 月　 日～　 年　 月　 日
	 　　　ｔ
	

	
	
	 　  年　 月　 日～　 年　 月　 日
	 　　　ｔ
	

	
	
	 　  年　 月　 日～　 年　 月　 日
	 　　　ｔ
	

	
	
	 　  年　 月　 日～　 年　 月　 日
	 　　　ｔ
	


様式３－１
課　税　事　業　者　届　出　書

令和　　年　　月　　日
鹿児島市長　殿

住　所

氏　名　　　　　　　　　　　　　　　印
下記の期間については、消費税及び地方消費税に係る課税事業者（消費税法第９条第１項（本文）及び地方税法第７２条の７８第１項の規定により消費税及び地方消費税を納める義務が免除される事業者でない）であるのでその旨申し出ます。
記
課税期間　　　　　　　年　　　月　　　日から
　　　年　　　月　　　日まで
様式３－２
免　税　事　業　者　届　出　書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
　鹿児島市長　殿
　　　　　　　　　　　　　　　住　所
　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　印
　下記の期間については、消費税及び地方消費税に係る免税事業者（消費税法第９条第１項（本文）及び地方税法第７２条の７８第１項の規定により消費税及び地方消費税を納める義務が免除される事業者）であるのでその旨申し出ます。
　　　　　　　　　　　　　　　　　記
　　　課税期間　　　　　　　年　　　月　　　日から
　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日まで
様式４

令和　　年　　月　　日
鹿児島市長　殿

住　　　　所

商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　印

資本関係又は人的関係のある法人に係る申告書
入札参加資格審査申請にあたり、当社と資本関係又は人的関係のある法人は、次の表のとおりであることを申告します。

	№
	商号又は名称
	代表者の職及び氏名
	所在地
	該当内容

	１
	
	
	
	

	２
	
	
	
	

	３
	
	
	
	

	４
	
	
	
	

	５
	
	
	
	


備考

１　資本関係又は人的関係のある法人について記載すること。なお、該当する法人がない場合は、「商号又は名称」欄に、「該当する法人なし」と記載すること。

２　資本関係又は人的関係がある法人とは、次のいずれかに該当する法人とする。

(1) 資本関係のある法人

次のいずれかに該当する法人。ただし、子会社又は子会社の一方が更生会社又は再生手続きが存続中の会社である場合は除く。

　　ア　親会社又は子会社

　　イ　親会社を同じくする子会社同士

(2) 人的関係のある法人

　次のいずれかに該当する法人。ただし、アについては、会社の一方が更生会社又は再生手続が存続中の会社である場合は除く。

　　ア　貴社の役員が、他方の会社の役員を現に兼ねている法人

　　イ　貴社の役員が、他方の会社の管財人を現に兼ねている法人

３　「該当内容」欄には、資本関係のある法人の場合にあっては、「親会社、子会社又は子会社同士」のいずれかを記載し、人的関係のある法人の場合にあっては、「人的関係」と記載すること。

４　記載する欄が足りない場合は、行を追加して全て記載すること。

